
健康診断等を
実施しましょう

≪このパンフレットに掲載している健康診断等≫
●定期健康診断 ●雇入時の健康診断 ●特定業務従事者の健康診断
●歯科健康診断 ●海外派遣労働者の健康診断 ●有機溶剤等健康診断
●特定化学物質健康診断 ●石綿健康診断 ●鉛健康診断
●電離放射線健康診断 ●じん肺健康診断 ●パート・アルバイトの健康診断
●ストレスチェック

≪その他の健康診断≫
●四アルキル鉛健康診断 ●指導勧奨による健康診断（VDT作業・腰痛・騒音・レーザー光線など）
●高気圧業務健康診断 ●除染等電離放射線健康診断など
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定期健康診断・雇入時の健康診断 労働安全衛生規則第44条
労働安全衛生規則第43条

労働者を１人でも雇用している事業者は、１年以内ごとに１回定期に健康診断を実施することが法令で義務づけられています。
また、新しく労働者を雇い入れるときは、雇入れの直前又は直後に健康診断を実施しなければなりません。なお、雇入時の健康
診断は、適正配置や入職後の健康管理のためのもので、採用選考のためのものではありません。

検査項目

項目
定期

（第44条）
雇入時
（第43条）

①
既往歴及び業務歴の調査 ○ ○

（喫煙歴及び服薬歴） ※１ ×

②
自覚症状及び他覚症状の有無
の検査

○ ○

③

身長 ●１ ○

体重 ○ ○

腹囲 ●２ ※２ ○

視力 ○ ○

聴力 ●３ ○

④
胸部エックス線検査 ○ ※４ ○

喀痰検査 ●４ ×

⑤ 血圧 ○ ○

⑥ 貧血検査
血色素量 ●２ ○

赤血球数 ●２ ○

⑦
肝機能
検 査

GOT ●２ ○

GPT ●２ ○

γ－GTP ●２ ○

⑧
血中脂質
検 査

血清トリグリセライド ●２ ○

HDLコレステロール ●２ ○

LDLコレステロール ●２ ○

⑨ 血糖検査 ●２ ※３ ○

⑩
尿検査
※３

蛋白 ○ ○

糖 ○ ○

⑪ 心電図検査 ●２ ○

■定期健康診断の省略基準など
≪雇入時の健康診断には省略基準はありません≫

●１ ︓20歳以上の者については、医師の判断に基づき省略可

●２ ︓40歳未満（35歳を除く）の者については、医師の判断に基づ
き省略可

●３ ︓1000及び4000ヘルツの音を用いて、オージオメーターで検査
する必要がありますが、45歳未満（35、40歳を除く）の者に
ついては、他の検査方法（音叉など）に代えることができま
す。

●４ ︓胸部エックス線検査により病変及び結核発病のおそれがない
と診断された者について医師の判断に基づき省略可

※１︓喫煙歴及び服薬歴については、問診等で聴取を徹底する旨通
知（平成20年1月17日 基発第0117001号 保発第0117003
号）

※２︓●２に加えて、①妊娠中の女性その他の者であって、その腹
囲が内臓脂肪の蓄積を反映していないと診断されたもの、②
BMIが20未満である者、③BMIが22未満であって、自ら腹囲を
測定し、その値を申告した者は、医師の判断に基づき省略可

※３︓血糖検査については、空腹時血糖又は随時血糖によることを
原則としてきたが、ヘモグロビンA1cを行った場合について
も、血糖検査を実施したものとする。

（令和２年12月23日基発1223第７号）
ヘモグロビンA1c（NGSP値）を測定せずに随時血糖による

血糖検査を行う場合は、食直後（食事開始時から3.5時間未
満）を除いて実施することとする。

※４︓40歳未満の者については、以下のア～ウ以外の者で、医師が
必要でないと認めるときは省略可
ア ５歳毎の節目年齢（20歳、25歳、30歳及び35歳）の者
イ 感染症法で結核に係る定期の健康診断の対象とされている
施設等の者

ウ じん肺法で3年に1回のじん肺健康診断の対象とされている
者（平成22年1月25日 基発0125第1号）

■胸部エックス線検査・喀痰検査について
従来の省略基準(●４)に加え、上記※４の胸部エックス線検査の省
略基準を追加しました。また、喀痰検査の趣旨・目的を踏まえ、
胸部エックス線検査を省略された方は、喀痰検査も省略されるこ
ととなります。（平成22年1月25日 基発0125第1号）

（注）労働者数50名以上の事業場については、遅滞なく定期健康
診断結果報告書を提出することが法令で義務づけられています。

≪雇入時の健康診断は、結果報告の必要はありません≫

定期健康診断等の結果の情報提供など
事業者において定期健康診断等を適切に実施するとともに「事業者」から「保険者」に定期健康診断等の結果を
迅速かつ確実に情報提供することが必要です。（令和２年12月23日 基発1223第５号）
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特定業務従事者に対する健康診断 労働安全衛生規則第45条

深夜業などの特定業務に常時従事する労働者に対しては、当該業務への配置替えの際及び６か月以内ごとに１回、定期に、
定期健康診断と同じ項目の健康診断を実施しなければなりません。
ただし、胸部エックス線検査については、１年以内ごとに１回、定期に行えば足ります。
検査項目は定期健康診断と同じです

定期健康診断の医師の判断による省略基準に加え、以下により検査項目を省略することができます。
■特定業務従事者に対する健康診断の省略基準

①年2回の聴力検査のうち１回は、医師が適当と認める方法を用いても良いことになっています。
②貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査、血糖検査、心電図検査について、年２回のうち１回は、医師が必要
でないと認める時は、省略することができます。

特定業務とは（労働安全衛生規則第13条第１項第３号に掲げる業務）

㋑多量の高熱物体を取り扱う業務及び著しく暑熱な場所に
おける業務
㋺多量の低温物体を取り扱う業務及び著しく寒冷な場所に
おける業務
㋩ラジウム放射線、エックス線その他の有害放射線にさら
される業務
㋥土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著しく飛散する場所
における業務
㋭異常気圧下における業務
㋬さく岩機、鋲打機等の使用によって、身体に著しい振動
を与える業務
㋣重量物の取り扱い等重激な業務

㋠ボイラー製造等強烈な騒音を発する場所における業務
㋷坑内における業務
㋦深夜業を含む業務
㋸水銀、ヒ素、黄リン、フッ化水素酸、塩酸、硝酸、硫酸、
青酸、苛性アルカリ、石炭酸その他これらに準ずる有害
物を取り扱う業務
ヲ鉛、水銀、クロム、ヒ素、黄リン、フッ化水素、塩素、
塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化炭素、二硫化炭素、
青酸、ベンゼン、アニリンその他これらに準ずる有害物
のガス、蒸気または粉じんを発散する場所における業務
㋻病原体によって汚染のおそれが著しい業務
㋕その他厚生労働大臣が定める業務（未制定）

✤有機溶剤・特定化学物質・鉛・電離放射線・粉じん作業などに従事する労働者については、別途省令等にて特殊健康診断
の実施が義務づけられています。

✤「深夜業を含む業務」とは業務の常態として深夜業（22:00～翌5:00）を1週1回以上又は1か月に4回以上行う業務をいい
ます。（S23.10.1基発第1456号）
（注）労働者数50名以上の事業場については、遅滞なく定期健康診断結果報告書を提出することが法令で義務づけられています。

パート・アルバイトに対する健康診断 「短時間労働者に係る労働条件の確保・改善に
ついて」（H26.7.24基発第0724第2号）など

パート・アルバイトについても、次に掲げる労働安全衛生法の規定に基づく健康診断を実施しなければなりません。

ア 常時使用する短時間労働者に対し、雇入れの際に行う健康診断【雇入時の健康診断】及び1年以内ごとに1回、定期に行う
健康診断【定期健康診断】
イ 深夜業を含む業務等に常時従事する短時間労働者に対し、当該業務への配置替えの際及び6か月以内ごとに1回、定期に行
う健康診断【特定業務従事者に対する健康診断】
ウ 一定の有害な業務に常時従事する短時間労働者に対し、雇入れ又は当該業務に配置替えの際及びその後定期に行う特別の
項目についての健康診断【有機溶剤等健康診断などの特殊健康診断】

「常時使用する短時間労働者」とは、次の①及び②のいずれの要件をも満たす者です。

①期間の定めのない労働契約により使用される者であること。（以下の者を含みます）
・期間の定めのある労働契約により使用される者であって、契約期間が1年※以上である者
・期間の定めのある労働契約により使用される者であって、契約更新により1年※以上使用されることが予定され
ている者
・期間の定めのある労働契約により使用される者であって、契約更新により1年※以上引き続き使用されている者

② その者の1週間の労働時間数が当該事業場において同種の業務に従事する通常の労働者の1週間の所定労働時間数の4
分の3以上であること。

◆１週間の労働時間数が当該事業場において同種の業務に従事する通常の労働者の1週間の所定労働時間数の4分の3未満
である短時間労働者であっても、上記の①の要件に該当し、1週間の労働時間数が、当該事業場において同種の業務に
従事する通常の労働者の1週間の所定労働時間数のおおむね2分の1以上である者に対しても実施することが望ましいと
されています。
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海外派遣労働者の健康診断 労働安全衛生規則第45条の2

労働者を６か月以上海外に派遣しようとするときは、あらかじめ次の項目の健康診断を実施しなければなりません。
また、６か月以上海外勤務した労働者を帰国させ、国内の業務に就かせるとき（一時的に就かせるときを除きます）も、
健康診断を行わなければなりません。

必ず実施しなければならない項目 医師が必要と判断した場合に実施しなければならない項目

①既往歴及び業務歴の調査（喫煙歴及び服薬歴）
②自覚症状及び他覚症状の有無の検査
③身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査
④胸部エックス線検査及び喀痰検査
⑤血圧の測定
⑥貧血検査（血色素量、赤血球数）
⑦肝機能検査（GOT、GPT、γ-GTP）
⑧血中脂質検査（血清トリグリセライド、
HDLコレステロール、LDLコレステロール）

⑨血糖検査
⑩尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）
⑪心電図検査

①腹部画像検査（胃部エックス線検査、腹部超音波検査）
②血液中の尿酸の量の検査
③B型肝炎ウイルス抗体検査
④ABO式及びRh式の血液型検査（派遣前に限る）
⑤糞便塗抹検査（帰国時に限る）

■医師が必要でないと認める場合に省略できる項目
■身長 ︓20歳以上の場合
■喀痰検査 ︓胸部エックス線検査で所見のない場合

歯科健康診断 労働安全衛生規則第48条

次の物質のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務に常時従事する労働者に対しては、雇入れの際、当該
業務への配置替えの際及びその後６か月以内ごとに１回、定期に、歯科医師による健康診断を実施しなければなりません。

①塩酸 ②硝酸 ③硫酸 ④亜硫酸 ⑤弗化水素 ⑥黄りん ⑦その他歯又はその支持組織に有害な物

（注）労働者数に関係なく、遅滞なく歯科健康診断結果報告書(様式第6号の2)を提出することが法令で義務づけられています。
（従前までは労働者50名以上の事業場を報告義務の対象としていましたが、令和４年10月１日より、労働者数に関係なく報
告が必要となります。）

■実施項目について

歯科健康診断については明確な実施項目は規定されていません。
歯牙酸蝕症等による歯又はその支持組織の異常の有無について歯科医師に診断してもらいましょう。

※歯牙酸蝕症（しがさんしょくしょう）とは
硫酸、塩酸、硝酸など無機の酸や有機の酸によって歯の組織がおかされる病気である。
無機酸の製造、酸を使う腐食、蓄電池の充電、人造肥料、鍍金、火薬製造などの工場の労働者などに見られる。
酸が触れやすい前歯、とくに下顎の歯が多くおかされ、酸によって歯の組織が溶解し、歯が摩滅しやすくなる。
初期には知覚異常があり、歯痛が起こり、酸の種類によって歯の着色が異なる。
（労働衛生用語辞典（労働省労働衛生課編・中央労働災害防止協会発行）より）
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有機溶剤中毒予防規則第29条有機溶剤等健康診断
有機溶剤業務に常時従事する労働者に対しては、雇入れの際、当該業務への配置替えの際及びその後６か月以内ごとに１回、
定期に、健康診断を実施しなければなりません。

必ず実施しなければならない項目
① 業務の経歴の調査
② 作業条件の簡易な調査
③ 有機溶剤による健康障害の既往歴並びに自覚症状及び他覚症
状※の既往歴の有無の調査
尿中の代謝物の量の検査の既往の検査結果の調査
「④」「⑥～⑧」「２～５」の項目の既往の異常所見の有無
の調査
④有機溶剤による自覚症状または他覚症状※と通常認められる
症状の有無の検査

医師が必要と判断した場合に実施しなければならない項目
１作業条件の調査
２ 貧血検査
３ 肝機能検査
４腎機能検査
５神経学的検査

有機溶剤の種類に応じ実施しなければならない項目
⑤尿中の有機溶剤の代謝物の量の検査(下の表参照 )
⑥肝機能検査(G0T、GPT、γ-GTP) 
⑦貧血検査(血色素量、赤血球数)
⑧眼底検査
■代謝物の量の検査、肝機能検査、貧血検査、眼底検査を実
施しなければならない有機溶剤

有機溶剤の種類

検査項目

尿中の
代謝物の量 肝機能 貧血 眼底

キシレン、
1･1･1-トリクロルエタン、
トルエン、ノルマルヘキサン

○

N･N-ジメチルホルムアミド ○ ○

オルトジクロルベンゼン、
クレゾール、クロルベンゼン、
1･2-ジクロルエチレン

○

エチレングリコールモノエチルエー
テル、
エチレングリコールモノエチルエー
テルアセテート、
エチレングリコールモノ-ノルマル-
ブチルエーテル、
エチレングリコールモノメチルエー
テル

○

二硫化炭素 ○

※自覚症状または他覚症状については、医師が次の項目のすべ
てをチェックしなければなりません。（H元.8.22基発462）

1.頭重 2.頭痛 3.めまい 4.悪心 5.嘔吐 6.食欲不振 ７.腹痛
8.体重減少 9.心悸亢進 10.不眠 11.不安 12.焦燥感
13.集中力の低下 14.振戦 15.上気道又は眼の刺激症状
16.皮膚又は粘膜の異常 17.四肢末端部の疼痛 18.知覚異常
19.握力減退 20.膝蓋腱・アキレス腱反射異常 21.視力低下 22.その他

■尿中の代謝物の量の検査内容

対象物質 検査内容

キシレン 尿中メチル馬尿酸

トルエン 尿中馬尿酸

1･1･1-トリクロルエタン 尿中トリクロル酢酸または総三塩化物

ノルマルヘキサン 尿中2･5ｰヘキサンジオン

N･Nｰジメチルホルムアミド 尿中Nｰメチルホルムアミド

■ 留意事項

■ 有機溶剤が５％を超えて含有されている物質を製造または
取り扱う場合にも検査が必要です。

■血液や尿の採取時期、保存方法、項目の省略要件について
は、「有機溶剤中毒予防規則第29条及び鉛中毒予防規則第
53条に規定する検査のための血液又は尿の採取時期及び保
存方法等並びに健康診断項目の省略の要件について」（平
成10年3月24日基発第122号）を参照してください。

■ 定期に行われる有機溶剤等健康診断について、前回の健康
診断で⑤の項目を受けた者については、医師が必要でない
と認めるときに⑤の項目を省略することができます。

◆有機溶剤業務（下記の業務で屋内作業場等において行うものが該当）
イ 有機溶剤等を製造する工程における有機溶剤等のろ過、混合、攪拌、加熱又は容器若しくは設備への注入の業務 ロ 染料、医薬品、農薬、
化学繊維、合成樹脂、有機顔料、油脂、香料、甘味料、火薬、写真薬品、ゴム若しくは可塑剤又はこれらのものの中間体を製造する工程にお
ける有機溶剤等のろ過、混合、攪拌又は加熱の業務 ハ 有機溶剤含有物を用いて行う印刷の業務 ニ 有機溶剤含有物を用いて行う文字の書
込み又は描画の業務 ホ 有機溶剤等を用いて行うつや出し、防水その他物の面の加工の業務 ヘ 接着のためにする有機溶剤等の塗布の業務
ト 接着のために有機溶剤等を塗布された物の接着の業務 チ 有機溶剤等を用いて行う洗浄（ヲに掲げる業務に該当する洗浄の業務を除
く。）又は払しょくの業務 リ 有機溶剤含有物を用いて行う塗装の業務（ヲに掲げる業務に該当する塗装の業務を除く。） ヌ 有機溶剤等
が付着している物の乾燥の業務 ル 有機溶剤等を用いて行う試験又は研究の業務 ヲ 有機溶剤等を入れたことのあるタンク（有機溶剤の蒸
気の発散するおそれがないものを除く。）の内部における業務

（注）労働者数に関係なく、遅滞なく健康診断結果報告書を提出することが法令で義務づけられています。
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特定化学物質健康診断 特定化学物質障害予防規則第39条

特定化学物質を取り扱う労働者に対しては、雇入れの際、当該業務への
配置替えの際及び６か月以内ごとに１回定期に、物質ごとに定められた
項目の健康診断を実施しなければなりません。また、特定化学物質を取
り扱う業務（労働安全衛生法施行令第２２条第２項の業務に限る。）に、
常時従事したことのある労働者で、現に雇用している者に対しても６か
月以内ごとに同種の健康診断を実施しなければなりません。
特定化学物質健康診断は、第一次検査と第二次検査にわかれています。
第一次検査項目を下記の表に示しました。第一次検査で有所見となり、
医師が必要と認める場合は第二次検査を行わなければなりません。

物質名一覧の健康診断の項目
１ 業務経歴の調査
２ 作業条件の簡易な調査
３ 既往歴の有無の検査
４ 自他覚症状の有無の検査
５ 皮膚所見の有無の検査
６ 尿中の潜血検査
７ 尿沈査検鏡又は細胞診検査
８ GOT、GPT、γ-GTPの検査
９ 胸部エックス線直接撮影

■物質別の詳しい検査項目については、特定化学物質障害予防規則の別表第３(第一次検査)､別表第４(第二次検査)で確認してください。
■物質名一覧

特化則

別表３
物質名 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ その他の項目

１ ベンジジン（塩） ◇ ◇ 〇 〇 ◇ 〇 △
２ ビス(クロロメチル)エーテル ◇ ◇ 〇 〇 △
３ ベータ―ナフチルアミン（塩） ◇ ◇ 〇 〇 ◇ 〇 △
４ ジクロルベンジジン（塩） ◇ ◇ 〇 〇 ◇ 〇 △
５ ｱﾙﾌｱｰﾅﾌﾁﾙｱﾐﾝ（塩） ◇ ◇ 〇 〇 ◇ 〇 △
６ 塩素化ビフエニル（PCB） 〇 〇 〇 〇 〇
７ オルト―トリジン（塩） ◇ ◇ 〇 〇 〇 △
８ ジアニシジン（塩） ◇ ◇ 〇 〇 ◇ 〇 △
９ ベリリウム等 ◇ ◇ 〇 〇 〇 △ 〇肺活量の測定
10 ベンゾトリクロリド ◇ ◇ 〇 〇 〇 △
11 アクリルアミド 〇 〇 〇 〇 〇
12 アクリロニトリル 〇 〇 〇 〇
13 アルキル水銀化合物 〇 〇 〇 〇 〇
14 インジウム化合物 ◇ ◇ 〇 〇 ▽ 〇血清ｲﾝｼﾞｳﾑ量、〇血清ｼｱﾙ化糖鎖抗原KL-6の量
15 エチルベンゼン ◇ ◇ 〇 〇 ◇尿中マンデル酸の量
16 エチレンイミン ◇ ◇ 〇 〇 〇
17 塩化ビニル ◇ ◇ 〇 〇 △ 〇肝又は脾の腫大の有無、〇肝機能、
18 塩素 〇 〇 〇 〇
19 オーラミン ◇ ◇ 〇 〇 〇 △
20 オルト―トルイジン ◇ ◇ □ □ 〇 △ △尿中のｵﾙﾄ-ﾄﾙｲｼﾞﾝ量
21 オルト―フタロジニトリル 〇 〇 〇 〇
22 カドミウム（化合物） 〇 〇 〇 〇 〇血液中のｶﾄﾞﾐｳﾑの量、〇尿中のﾍﾞｰﾀ2-ﾐｸﾛｸﾞﾛﾌﾞﾘﾝの量
23 クロム酸等 ◇ ◇ 〇 〇 〇 △ 〇鼻腔の所見の有無、
24 クロロホルム 〇 〇 〇 〇 〇
25 クロロメチルメチルエーテル ◇ ◇ 〇 〇 〇
26 五酸化バナジウム 〇 〇 〇 〇 〇肺活量の測定、〇血圧の測定
27 コバルト（無機化合物） ◇ ◇ 〇 〇
28 コールタール ◇ ◇ 〇 〇 〇 △
29 酸化プロピレン ◇ ◇ 〇 〇 〇
30 三酸化二アンチモン ◇ ◇ □ □ △尿中のｱﾝﾁﾓﾝの量又は心電図
31 ｼｱﾝ化ｶﾘｳﾑ､ｼｱﾝ化水素､ｼｱﾝ化ﾅﾄﾘｳﾑ 〇 〇 〇 〇作業条件の調査
32 四塩化炭素 〇 〇 〇 〇 〇 〇
33 1.4-ジオキサン 〇 〇 〇 〇 〇
34 1.2-ジクロロエタン 〇 〇 〇 〇 〇 〇

35 3.3’-ｼﾞｸﾛﾛ-4.4’-ｼﾞｱﾐﾉｼﾞﾌｪﾆﾙﾒﾀﾝ ◇ ◇ 〇 〇 〇 △ △尿中の3.3’-ｼﾞｸﾛﾛ-4.4’-ｼﾞｱﾐﾉｼﾞﾌｪﾆﾙﾒﾀﾝ量、肝機能又は腎
機能

36 1.2-ジクロロプロパン ◇ ◇ □ □ 〇 〇アルカリホスファターゼ
37 ジクロロメタン ◇ ◇ □ □ 〇 〇アルカリホスファターゼ
38 ｼﾞﾒﾁﾙ-2.2-ｼﾞｸﾛﾛﾋﾞﾆﾙﾎｽﾌｪｲﾄ（DDVP） ◇ ◇ □ □ ◇血清コリンエステラーゼ活性値の測定
39 1.1-ジメチルヒドラジン ◇ ◇ 〇 〇
40 臭化メチル 〇 〇 〇 〇 〇

※○印は該当するもの。
□印は急性の疾患に係る症状の項目は、常時従事する労働者に限り該当するもの。
◇印はその業務に常時従事する労働者に限り該当するもの。
△印は一定条件のもとに該当するもの。
▽印は雇入れ又は配置替えの際にのみ該当するもの。
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特化則
別表３

物質名 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ その他の項目

41 水銀又はその無機化合物 〇 〇 〇 〇 〇 〇尿中の蛋白の有無

42 スチレン 〇 〇 〇 〇 〇 〇尿中のﾏﾝﾃﾞﾙ酸、ﾌｪﾆﾙｸﾞﾘｵｷｼﾙ酸の総量、〇白血球数、
白血球分画

43 1.1.2.2-テトラクロロエタン 〇 〇 〇 〇 〇 〇
44 テトラクロロエチレン 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇尿中のﾄﾘｸﾛﾙ酢酸等
45 トリクロロエチレン 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇尿中のﾄﾘｸﾛﾙ酢酸等、△尿中の潜血等
46 トリレンジイソシアネート 〇 〇 〇 〇 〇
47 ナフタレン ◇ ◇ □ □ ◇ ◇
48 ニツケル化合物 ◇ ◇ 〇 〇 〇
49 ニツケルカルボニル ◇ ◇ 〇 〇 △
50 ニトログリコール 〇 〇 〇 〇 〇血圧、〇赤血球系の血液
51 ﾊﾟﾗ-ｼﾞﾒﾁﾙｱﾐﾉｱｿﾞﾍﾞﾝｾﾞﾝ ◇ ◇ 〇 〇 ◇ 〇 △
52 パラ-ニトロクロルベンゼン 〇 〇 〇 〇
53 砒(ひ)素又はその化合物 ◇ ◇ 〇 〇 〇 △ 〇鼻腔所見の有無
54 弗(ふつ)化水素 〇 〇 〇 〇 〇
55 ベータ-プロピオラクトン ◇ ◇ 〇 〇 〇 〇
56 ベンゼン等 ◇ ◇ 〇 〇 〇赤血球系の血液、〇白血球数
57 ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾙﾌｴﾉｰﾙ(別名ＰＣＰ）(塩) 〇 〇 〇 〇 〇 〇血圧、〇尿中の糖の有無
58 マゼンタ ◇ ◇ 〇 〇 〇 △尿沈査検鏡等
59 マンガン（化合物） 〇 〇 〇 〇 〇握力の測定
60 メチルイソブチルケトン 〇 〇 〇 〇 △尿中のメチルイソブチルケトンの量
61 沃(よう)化メチル 〇 〇 〇 〇 〇
62 溶接ヒューム 〇 〇 〇 〇 〇握力の測定
63 ﾘﾌﾗｸﾄﾘｰｾﾗﾐｯｸﾌｧｲﾊﾞｰ ◇ ◇ □ □ ◇ 〇 〇喫煙歴、喫煙習慣の状況
64 硫化水素 〇 〇 〇 〇
65 硫酸ジメチル 〇 〇 〇 〇 〇 〇尿中の蛋白の有無
66 4-アミノジフエニル（塩） 〇 〇 〇 〇 〇 △
67 4-ニトロジフエニル（塩） 〇 〇 〇 〇 〇 △

（注）労働者数に関係なく、遅滞なく健康診断結果報告書を提出することが法令で義務づけられています。

※ エチレンオキシド及びホルムアルデヒドについては、特化則に基づく特殊健康診断を行う必要はありませんが、
安衛則第45条に基づく一般健康診断を配置替え時及びその後6か月以内ごとに1回行わなければなりません。

特別有機溶剤に係る特定化学物質健康診断 特定化学物質障害予防規則第41条の2
有機溶剤中毒予防規則第29条準用

特別有機溶剤業務に従事する労働者に対しては、雇入れの際、当該業務への配置替えの際及びその後６か月以内ごとに１回、
定期に、特別有機溶剤の含有率と他の有機溶剤の含有率に応じて、「特定化学物質健康診断」、「有機溶剤等健康診断」、あ
るいは「その両方」を実施しなければなりません。

特別有機溶剤の含
有率（重量％）

他の有機溶剤
との合計

他の有機溶剤
との合計

1%超1%以下

5%超5%以下

特化則と有機則の健康
診断を両方実施（共通
項目は一方でよい）

特化則の健康診断を
実施

5%超5%以下

有機則の健康診断を
実施

特化健診結果報
告と有機健診結
果報告の両方を
監督署に提出

特化則に基づく
結果は30年、有
機則に基づく結
果は5年保存

特化健診結果報
告を監督署に提
出

結果を30年保存有機健診結果報
告を監督署に提
出

結果を5年保存

健康診断は不要

◆特別有機溶剤（12物質）
クロロホルムほか9物質（クロロホルム・四塩化炭素・1.4-ジオキサン・1.2-ジクロロエタン・ジクロロメタン・スチレ
ン・1.1.2.2-テトラクロロエタン・テトラクロロエチレン・トリクロロエチレン・メチルイソブチルケトン）、エチルベン
ゼン、1.2-ジクロロプロパン

◆特別有機溶剤業務
クロロホルムほか9物質を用いて行う有機溶剤業務（クロロホルム等有機溶剤業務）、エチルベンゼン塗装業務、1.2-ジク
ロロプロパン洗浄・払拭業務
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石綿障害予防規則第40条石綿健康診断
石綿等を取り扱い、試験研究や石綿分析用試料等のため製造する業務に常時従事する者および石綿等の粉じんを発散する場所に
おける業務（周辺業務）に従事する者に対して、雇入れの際、当該業務への配置替えの際及び６か月以内ごとに１回定期に、次
の項目の健康診断を実施しなければなりません。また、これらの業務に従事したことのある、現に使用している者に対しても６
か月以内ごとに同種の健康診断を実施しなければなりません。

必ず実施しなければならない項目

①業務の経歴の調査
②石綿によるせき、たん、息切れ、胸痛等の他覚症状又は自覚症状
の既往歴の有無の検査

③せき、たん、息切れ、胸痛等の他覚症状又は自覚症状の有無の検
査
④胸部のエックス線直接撮影による検査

有所見者で医師が必要と認めた場合に実施しなければならない項目

①作業条件の調査
②胸部のエックス線直接撮影による検査の結果、異常な陰影
（石綿肺による線維増殖性の変化によるものを除く。）があ
る場合で、医師が必要と認めるときは、特殊なエックス線撮
影による検査、喀痰かくたんの細胞診又は気管支鏡検査

（注）労働者数に関係なく、遅滞なく健康診断結果報告書を提出することが法令で義務づけられています。

鉛健康診断 鉛中毒予防規則第53条

鉛業務に常時従事する労働者に対しては、雇入れの際、当該業務への配置替えの際及びその後６か月以内ごとに１回、定期に、
次の項目の健康診断を実施しなければなりません。（はんだ付け等一部業務は１年以内ごと）

必ず実施しなければならない項目 医師が必要と判断した場合に実施しなければならない項目

①業務の経歴の調査
②作業条件の簡易な調査
③鉛による自覚症状及び他覚症状の既往歴の有無の検査並びに⑤
及び⑥に掲げる項目についての既往の検査結果の調査
④鉛による自覚症状又は他覚症状と通常認められる症状の有無の
検査
⑤血液中の鉛の量の検査
⑥尿中のデルタアミノレブリン酸の量の検査

①作業条件の調査
②貧血検査
③赤血球中のプロトポルフィリンの量の検査
④神経学的検査

※自覚症状または他覚症状については、医師が次の項目のすべ
てをチェックしなければなりません。（H元.8.22基発462）

1.食欲不振、便秘、腹部不快感、腹部の疝痛等の消化器症状
2.四肢の伸筋麻痺または知覚異常などの末梢神経症状
3.関節痛 4.筋肉痛 5.蒼白 6.易疲労感 7.倦怠感 8.睡眠障害
9.焦燥感 10.その他

⑤⑥の検査については、6か月以内ごとに１回の検査で、前回
当該検査を受けた者については、医師の判断で省略すること
ができます。
省略する場合には、別途省略要件（平成元年8月22日付け基
発第463号）により判断することになります。

（注）労働者数に関係なく、遅滞なく健康診断結果報告書を提出す
ることが法令で義務づけられています。

電離放射線健康診断 電離放射線障害予防規則第56条

放射線業務に常時従事し管理区域に立ち入る労働者に対しては、雇入れの際、当該業務への配置替えの際及びその後６か月以
内ごとに１回、定期に、健康診断を実施しなければなりません。

必ず実施しなければならない項目
①被ばく歴の有無、自覚症状の有無の調査及びその評価
②白血球数及び白血球百分率の検査
③赤血球数及び血色素量又はヘマトクリット値の検査
④白内障に関する眼の検査
⑤皮膚の検査
（注）労働者数に関係なく、遅滞なく健康診断結果報告書を提出す

ることが法令で義務づけられています。

■雇入れの際または配置替えの際の健康診断では、線源の種類
等※に応じて④を省略できます。

■定期に行う健診については、医師が必要でないと認めるとき
は②～⑤の全部または一部を省略できます。

■前年1年間に受けた実効線量が5mSvを超えず、かつ今年1年
間に受ける実効線量が5mSvを超えるおそれのない者につい
ては、医師が必要と認めないときには、②～⑤を実施する必
要はありません。

※白内障が生じるおそれがある「線源の種類等」には、中性子線源（中性子線が発生する装置を含む。）及び眼に大量のエックス線又はガ
ンマ線を受けるおそれがある状況下でのこれら放射線の発生装置があること（H13.3.30基発253）
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じん肺健康診断 じん肺法第７条、８条

粉じん作業や石綿に関連する粉じん作業に常時従事する労働者及び常時従事させたことがある労働者で現に雇用している者に
対して、当該業務に就業の際及び下記の期間ごとに１回、定期に健康診断を実施しなければなりません。

粉じん作業従事の状況 じん肺管理区分 じん肺定期健診の頻度

常時粉じん作業に従事
１ ３年に1回※

２又は３ １年に1回

過去に常時粉じん作業に従事
（現在粉じん作業以外の業務に従事）

２ ３年に1回※

３ １年に1回

（注）労働者数に関係なく、毎年の健康管理の状況を「じん肺健康管理実施状況報告」に記載し、翌年１月～２月末日までに提出すること
が法令で義務づけられています（※健康診断を実施しない年も報告が必要です）。

じん肺健康診断の流れ

管理１ 管理２ 管理３イ 要療養管理３ロ 管理４

じん肺管理区分の決定申請を行います※
（じん肺管理区分決定申請書又はエックス線写真等の提出書）

合併症の治療《不要》 合併症の治療《必要》◆肺機能検査

【肺結核以外の疑いで医師が
必要と認めた者】
○結核菌検査
○たんに関する検査
○エックス線特殊撮影によ
る検査

【肺結核の疑いの者】
○結核菌検査
○エックス線特殊撮影による
検査
○赤血球沈降速度検査
○ツベルクリン反応検査

◆結核精密検査 ◆省令で定める検査
（医師が必要と認めたとき）

合併症り患（－） 肺結核合併（＋）（疑） 肺結核以外の合併症（＋）（疑）

◆胸部臨床検査管理1

○既往歴の調査
○胸部の自覚症状及び他覚所見の有無の検査
○肺がんに関する検査（胸部らせんＣＴ検査、
喀痰細胞診）【肺がんの疑いがないと診断
された者以外の者】

じん肺所見（＋）（疑）じん肺所見（－）

◆CR、DR写真は撮影･画像処理条件
が決まっています。

粉じん作業従事労働者

◆粉じん作業歴調査
◆胸部エックス線撮影検査

次回の定期のじん肺健康診断へ

※じん肺管理区分の決定申請は、都道府県労働局へ行っていただく必要があります。

管理区分２または３で退職した労働者は、じん肺の健康管理手帳の交付申請ができます。
「健康管理手帳」は、国の費用で健康診断が受診できる制度です。交付の申請先は、労働局になります。
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健康診断結果に基づき事業者が講ずべき
措置に関する指針（平成29年4月14日
健康診断結果措置指針公示第9号）

健康診断実施後の措置
働く方が職業生活の全期間を通して健康で働くことができるようにするためには、事業者が働く方の健康状
態を的確に把握し、その結果に基づき、医学的知見を踏まえて、働く方の健康管理を適切に講ずることが不
可欠です。

そのため、事業者は、健康診断の結果、異常の所見があると診断された労働者について、医師等の意見を聴
取し、必要があると認めるときは当該労働者の実情を考慮して、
① 就業場所の変更
② 作業の転換
③ 労働時間の短縮
④ 深夜業の回数の減少等の措置を講ずる
等、適切な措置を講じなければなりません。

健康診断の実施とその後の手順等

（注１）健康診断結果に基づき、健康診断個人票等を５年間（じん肺は７年、除染、電離放射線及び特別管理物質関係は３０年、石綿は
石綿業務に従事しないこととなった日から４０年）保存しなければならない。

（注２）健康診断等の実施の事務に従事した者は、知り得た労働者の秘密を漏らしてはいけません。労働安全衛生法第105条
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ストレスチェック 労働安全衛生法第66条の10
労働安全衛生規則第52条の9

常時使用する労働者に対し、１年以内ごとに１回、定期に、医師、保健師等※が実施する
心理的な負担の程度を把握するための検査(ストレスチェック)を実施しなければなりません。

（労働者数が５０人未満の事業場は、当分の間、努力義務）

実施体制のイメージ

事業者 ・ストレスチェック制度の実施責任
・方針の決定

ストレスチェック制度担当者
（衛生管理者、事業場内メンタ
ルヘルス推進担当者など）

・ストレスチェック制度の実施計画
の策定
・実施の管理等

実施者（産業医など）

実施事務従事者
（産業保健スタッフ、事務職員
など）

指示

ストレスチェックの「実施の事務」
☆個人情報を扱うため
守秘義務あり。

・ストレスチェックの実施
（企画及び結果の評価）

・実施者の補助
（調査票の回収、データ入力等）

事業者など、労働者について解雇、
昇進、異動に関して直接の権限を
持つ監督的地位にある者は、
個人の結果等の情報を取り扱う
ことは出来ません。

本人から面接指導の申出があったときは医師による面接指
導を実施し、就業上の措置の要否・内容について医師から
意見聴取して、必要に応じて就業上の措置を実施してくだ
さい。

質問票を配布（ＩＴシステムも可）して記入（入力）してもら
い、ストレス状況の評価・医師の面接指導の要否の判定を
実施し、本人に結果を通知します。

ストレスチェック

集団分析（努力義務）

個人の結果を一定規模のまとまりの集団ごとに集計・分析
して、職場環境の改善を行ってください。

面接指導（ストレスが高い人）

申出を行うよう
勧奨しましょう︕︕

※一定の研修を修了した歯科医師、看護師、精神保健福祉士、公認心理師を含む。

（注）労働者数50名以上の事業場については、１年以内ごとに１回、定期に心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告
書を提出することが法令で義務づけられています。
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https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-
roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/an
zen_eisei/hourei_seido/roudo_eisei/_12
1539.html

健康診断実施機関
各種健康診断の実施が可能な医療機関については大阪労働局ホームページをご参照ください。

大阪労働局 健康診断実施機関名簿

「健康診断実施機関名簿」

についてはこちら ▶ ▶ ▶

（注）本名簿は定期的に医療機関等に対して調査を行った上で更新をしておりますが、実施可能な健診項
目等については変更となっている可能性があります。
各種健康診断の実施前に、本名簿に記載の健康診断実施機関に直接お問い合わせください。

各種様式
健康診断結果報告書等の各種様式については厚生労働省ホームページをご参照ください。

「健康診断結果報告書」等の様式

についてはこちら ▶ ▶ ▶ ▶ ▶

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunits
uite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/
anzen/anzeneisei36/index.html

監督署 所在地 安全衛生部署 管轄区域
大阪中央 〒540-0003

大阪市中央区森ノ宮中央1-15-10
（大阪中央労働総合庁舎5F）

06-7669-8727 中央区、天王寺区、浪速区、東成区、生野区、城東区、鶴
見区

天満 〒530-6007
大阪市北区天満橋1-8-30
（ＯＡＰタワー7F）

06-7713-2004 北区、都島区、旭区

大 阪 南 〒557-8502
大阪市西成区玉出中2-13-27

06-7688-5581 住之江区、住吉区、西成区、阿倍野区、東住吉区、平野区

大阪西 〒550-0014
大阪市西区北堀江1-2-19
（アステリオ北堀江ビル9F）

06-7713-2022 西区、港区、大正区

西野田 〒554-0012
大阪市此花区西九条5-3-63

06-7669-8787 福島区、此花区、西淀川区

淀川 〒532-8507
大阪市淀川区西三国4-1-12

06-7668-0269 淀川区、東淀川区、池田市、豊中市、箕面市、豊能郡

東大阪 〒577-0809
東大阪市永和2-1-1（東大阪商工会議所3F）

06-7713-2026 東大阪市、八尾市

岸和田 〒596-0073
岸和田市岸城町23-16

072-498-1013 岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、阪南市、泉南郡

堺 〒590-0078
堺市堺区南瓦町2-29（堺地方合同庁舎3F）

072-340-3831 堺市

羽曳野 〒583-0857
羽曳野市誉田3-15-17

072-942-1308 富田林市、河内長野市、松原市、柏原市、羽曳野市、藤井
寺市、大阪狭山市、南河内郡

北大阪 〒573-8512
枚方市東田宮1-6-8

072-391-5826 守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四条畷市、
交野市

泉大津 〒595-0025
泉大津市旭町22-45（テスクピア大阪6F）

0725-27-1211 泉大津市、和泉市、高石市、泉北郡

茨木 〒567-8530
茨木市上中条2-5-7

072-604-5309 茨木市、高槻市、吹田市、摂津市、三島郡

健康診断結果報告書等の提出先

健康診断実施機関名簿に関するお問い合わせはこちら
大阪労働局労働基準部健康課 TEL︓06-6949-6500 FAX︓06-6949-6034
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